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（注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

なお、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期財務諸表 注記事

項（セグメント情報等）セグメント情報」の「Ⅱ．当第１四半期累計期間」の「２．報告セグメントの変更等に関

する事項」をご参照ください。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第82期

第１四半期 
累計期間

第83期
第１四半期 
累計期間

第82期

会計期間
自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日

自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

売上高 (千円) 7,328,682 7,466,235 29,707,507

経常利益 (千円) 18,886 103,726 360,631

四半期（当期）純利益 (千円) 8,704 58,207 172,815

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 883,000 883,000 883,000

発行済株式総数 (株) 6,000,000 6,000,000 6,000,000

純資産額 (千円) 4,512,797 4,663,847 4,661,084

総資産額 (千円) 15,245,262 17,314,796 15,973,753

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 1.45 9.71 28.83

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 15.00

自己資本比率 (％) 29.6 26.9 29.2

２【事業の内容】
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当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

（1）業績の状況 

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、震災復興需要や堅調な個人消費によって緩やかな景気回復基調

となる中で、長引く欧州金融不安や中国経済の成長の減速等の不安定な国際情勢や円高の影響により、景気の先

行きは不透明な状況が継続しております。当医療衛生材料業界におきましても、引き続き厳しい経営環境が継続

しております。 

このような状況下で当社の当第１四半期累計期間の業績は、売上高は7,466,235千円（前年同四半期比1.9％増

加）、営業利益は126,573千円（同146.4％増加）、経常利益は103,726千円（同449.2％増加）、四半期純利益は

58,207千円（同568.7％増加）となりました。 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。なお、当第１四半期累計期間より販売管理体制を変更したこ

とに伴い、前事業年度の「メディカル部門国内向け」と「アパレル部門」を統合して「国内向け」セグメントと

し、「メディカル部門海外向け」を「海外向け」と改称いたしました。これに伴い、前年同四半期比較につきま

しては、変更後のセグメントに組み替えた数値で比較しております。 

（国内向け） 

製品では、衛生材料は手術関連製品等の高付加価値製品の販売強化に努めたことで増加し、医療用品では重点

販売製品の販売を一層強化したことで、「感染予防関連製品」、「セットパック製品」及び「ステリコットα」
がともに増加いたしました。一方アパレル製品では、素材販売が前年同四半期の綿糸相場高騰による大幅な供給

減少から当第１四半期累計期間は安定的な供給に回復したことにより増加しましたが、ベビー用衣料品は海外品

との競争激化により減少いたしました。 

商品では、医療用品はほぼ前年同四半期並みにとどまりましたが、販売体制の連携を強化したこともあって大

手量販店向け販売が好調に推移し育児用品が増加いたしました。 

これらの結果、売上高は7,216,302千円（同2.4％増加）となりました。 

（海外向け） 

中近東を中心とした幅広い市場に対して衛生材料及び医療用品等の国内製品群に海外調達品を加えた製品を積

極的に販売活動を行いましたが、当第１四半期累計期間が円高で推移したことや中近東市場における医療機器輸

入制度の改正による影響が継続しており、売上高は249,932千円（同10.5％減少）となりました。 

利益面では、原価が高止まりした製品の販売価格への適正転嫁や低収益製品の販売価格の見直しを継続してお

り、売上総利益率は前年同四半期に対して0.6ポイント上昇し、売上総利益は1,464,347千円（同5.0％増加）と

なりました。 

経費面では、運賃経費は増加いたしましたが全体的な節約に取り組んだことにより、販売費及び一般管理費は

1,337,773千円（同0.4％減少）となりました。 

営業外費用では、当第１四半期累計期間が円高で推移した影響で為替差損が23,048千円（同7.0％増加）発生

いたしました。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（2）財政状態の分析 

（資産） 

当第１四半期会計期間末の総資産は17,314,796千円で前事業年度末に対して1,341,042千円増加いたしまし

た。 

流動資産は、12,438,233千円で前事業年度末に対して1,411,486千円増加いたしました。「現金及び預金」が

99,925千円増加、「受取手形」・「売掛金」が431,110千円増加、「たな卸資産」が170,633千円増加、「未収入

金」737,375千円増加したことが主な要因です。 

固定資産は、4,876,563千円で前事業年度末に対して70,443千円減少いたしました。有形固定資産で、「建

物」・「機械及び装置」が33,723千円減少、「リース資産」が13,567千円減少、投資その他の資産で、「投資有

価証券」が10,780千円減少したことが主な要因です。 

（負債） 

当第１四半期会計期間末の負債合計は、12,650,949千円で前事業年度末に対して1,338,280千円増加いたしま

した。 

流動負債は、9,092,362千円で前事業年度末に対して1,205,201千円増加いたしました。「短期借入金」・「１

年内返済予定の長期借入金」が1,297,253千円増加、「未払費用」が70,858千円増加、「未払法人税等」が

128,297千円減少、「預り金」が94,573千円増加、「賞与引当金」が159,504千円減少したことが主な要因です。

固定負債は、3,558,586千円で前事業年度末に対して133,078千円増加いたしました。「長期借入金」が

141,472千円増加したことが主な要因です。 

（純資産） 

当第１四半期会計期間末の純資産は、4,663,847千円で前事業年度末に対して2,762千円増加いたしました。

「繰越利益剰余金」が16,264千円増加、「その他有価証券評価差額金」が13,502千円減少したことが主な要因で

す。 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動 

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は9,531千円であります。 

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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（注）平成24年５月14日開催の取締役会決議により、平成24年７月１日付で１単元の株式は1,000株から100株とな

っております。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,000,000 6,000,000

東京証券取引所
（市場第二部）
大阪証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000
株であります。

計 6,000,000 6,000,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
（株）

発行済株式
総数残高 
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額 
（千円）

資本準備金
残高 

（千円）

平成24年４月１日～ 
平成24年６月30日

－ 6,000,000 － 883,000 － 1,192,597

（６）【大株主の状況】
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平成24年６月30日現在 

 
（注）当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

平成24年６月30日現在 

 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 8,000 － －

完全議決権株式（その他）  
普通株式 5,981,000 5,981 －

単元未満株式  
普通株式 11,000 － －

発行済株式総数 6,000,000 － －

総株主の議決権 － 5,981 －

②【自己株式等】

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
川本産業株式会社

大阪市中央区糸屋町
二丁目４番１号

8,000 － 8,000 0.13

計 － 8,000 － 8,000 0.13

２【役員の状況】
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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸表

について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

当社は子会社はありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,471,079 2,571,005

受取手形 ※2  989,651 ※2  1,426,873

売掛金 4,426,374 4,420,262

商品及び製品 1,793,732 1,935,998

仕掛品 328,445 355,404

原材料及び貯蔵品 170,603 172,011

繰延税金資産 181,611 148,660

その他 667,074 1,410,034

貸倒引当金 △1,826 △2,018

流動資産合計 11,026,746 12,438,233

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,426,683 1,403,973

機械及び装置（純額） 144,496 133,482

土地 1,999,059 1,999,059

リース資産（純額） 104,737 91,170

その他（純額） 86,603 81,581

有形固定資産合計 3,761,580 3,709,267

無形固定資産   

リース資産 15,126 13,792

その他 35,177 35,850

無形固定資産合計 50,303 49,642

投資その他の資産   

投資有価証券 425,058 414,278

長期貸付金 150,000 150,000

繰延税金資産 173,827 171,000

その他 443,228 401,691

貸倒引当金 △56,991 △19,318

投資その他の資産合計 1,135,123 1,117,652

固定資産合計 4,947,007 4,876,563

資産合計 15,973,753 17,314,796
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※2  2,811,908 ※2  2,815,750

買掛金 1,821,022 1,816,618

短期借入金 1,371,000 2,630,000

1年内返済予定の長期借入金 744,372 782,625

リース債務 58,953 57,744

未払金 81,289 72,628

未払費用 421,865 492,724

未払法人税等 135,879 7,582

預り金 13,717 108,291

賞与引当金 238,656 79,151

役員賞与引当金 8,700 －

売上割戻引当金 147,207 150,395

その他 32,588 78,852

流動負債合計 7,887,161 9,092,362

固定負債   

長期借入金 2,611,016 2,752,488

リース債務 66,903 52,467

退職給付引当金 509,950 512,631

資産除去債務 16,711 16,782

為替予約 184,577 185,747

その他 36,347 38,469

固定負債合計 3,425,507 3,558,586

負債合計 11,312,668 12,650,949

純資産の部   

株主資本   

資本金 883,000 883,000

資本剰余金   

資本準備金 1,192,597 1,192,597

資本剰余金合計 1,192,597 1,192,597

利益剰余金   

利益準備金 86,100 86,100

その他利益剰余金   

配当引当積立金 5,000 5,000

別途積立金 1,000,000 1,000,000

繰越利益剰余金 1,397,612 1,413,877

利益剰余金合計 2,488,712 2,504,977

自己株式 △3,666 △3,666

株主資本合計 4,560,643 4,576,908

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 100,441 86,939

評価・換算差額等合計 100,441 86,939

純資産合計 4,661,084 4,663,847

負債純資産合計 15,973,753 17,314,796
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(2)【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 7,328,682 7,466,235

売上原価 5,933,581 6,001,888

売上総利益 1,395,101 1,464,347

販売費及び一般管理費 1,343,729 1,337,773

営業利益 51,371 126,573

営業外収益   

受取利息 1,250 848

受取配当金 5,566 6,456

仕入割引 9,245 9,705

その他 8,525 7,778

営業外収益合計 24,588 24,789

営業外費用   

支払利息 14,237 15,653

為替差損 21,537 23,048

その他 21,298 8,934

営業外費用合計 57,073 47,636

経常利益 18,886 103,726

特別利益   

受取補償金 10,971 －

特別利益合計 10,971 －

税引前四半期純利益 29,858 103,726

法人税、住民税及び事業税 16,420 5,255

法人税等調整額 4,732 40,263

法人税等合計 21,153 45,518

四半期純利益 8,704 58,207
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１．受取手形割引高及び輸出手形割引高 

 
※２．四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当第１四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半

期会計期間末残高に含まれております。 

 

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

【会計方針の変更等】

当第１四半期累計期間
(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形割引高 574,464千円 40,064千円

輸出手形割引高 15,193 17,409

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 21,596千円 156,574千円

支払手形 298,206 246,382

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

減価償却費 58,961千円 54,775千円
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前第１四半期累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

１．配当金支払額 

 
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの 

該当事項はありません。 

当第１四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

１．配当金支払額 

 
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの 

該当事項はありません。 

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 41,951 7.00 平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 41,942 7.00 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金
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Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：千円) 

 
（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高に該当する事項はありません。 

２．セグメント利益の金額の合計額は、四半期損益計算書の営業利益の額であります。 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：千円) 

 
（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高に該当する事項はありません。 

２．セグメント利益の金額の合計額は、四半期損益計算書の営業利益の額であります。 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

当第１四半期会計期間より販売管理体制を変更したことに伴い、前事業年度の「メディカル部門国内向け」と

「アパレル部門」を統合して「国内向け」セグメントとし、「メディカル部門海外向け」を「海外向け」と改称

いたしました。 

なお、前第１四半期累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成しており、前第１四

半期累計期間の「報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報」に記載しております。 

また、会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づく方法に

変更しております。 

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微でありま

す。 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

報告セグメント

合計
国内向け 海外向け

売上高

外部顧客への売上高 7,049,347 279,334 7,328,682

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － －

計 7,049,347 279,334 7,328,682

セグメント利益 41,915 9,455 51,371

報告セグメント

合計
国内向け 海外向け

売上高

外部顧客への売上高 7,216,302 249,932 7,466,235

セグメント間の内部売上高
は振替高

－ － －

計 7,216,302 249,932 7,466,235

セグメント利益 115,336 11,236 126,573
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前第１四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1円45銭 9円71銭

（算定上の基礎）

四半期純利益金額（千円） 8,704 58,207

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 8,704 58,207

普通株式の期中平均株式数（株） 5,992,841 5,991,819

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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平成24年８月９日

川本産業株式会社 

取締役会 御中 

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川本産業株式会

社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第83期事業年度の第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川本産業株式会社の平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊藤 嘉章  印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松浦  大  印

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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当社代表取締役社長川本 武は、当社の第83期第１四半期(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




